
【鳴門市行政評価】

◎基本情報

◎事業概要（PLAN)

人件費
正規職員(6,878千円/人) 臨時職員(2,023千円/人) 総人件費 総事業費

0.1 0.0 688 1,400

0 712 712

繰越額 0 0 0 0 0 0

712

全体予算額 0 0 0 0 712 712

その他特定財源 一般財源 事業費計

平成26年度

当初予算額 0 0 0 0 712

財源内訳

年　度 区分 国 県 地方債

決算額 0 0 0

％

今年度の進捗状況 未達成 事業全体の進捗状況 ほぼ計画どおり

（千円）

目標達成率(実績/目標) 64.2 － － －

成果指標
対象にどのよ
うな効果が
あったか示す
指標

電子申請・届出利用件数 128 122 － － － 件

2

単位

活動指標
実施した事業
の活動量を示
す指標

1 手続件数 17 15 16 17 18 件

指標名 25年度実績 26年度実績 27年度目標 28年度目標 29年度目標

◎実施結果（DO)

事業
実施
内容

26年度は目標を達成
するため、手段として
どのような活動を行っ
ているのか

　昨年度の状況を踏まえ、手続件数を増加させるために簡易申請に適しているような手
続きはないか調査を行い、既存の手続きに関しても、より利用しやすいものになるよう
見直しを行った。これに伴い、手続件数及び届出件数を増加させるため、新たに「なると
第九」ブランド化推進基金寄附申込及び歯周病検診申込の手続に関する２件の手続き
について電子申請を利用できるようにした。

事業実施手法

29年度 単位

電子申請・届出利用件数 180 190 200 210 220 件

事業
計画

26年度に何を
計画していたか

　費用対効果を上げるため、手続件数及び申請件数の増加を図る。そのため、オンライ
ンで申請ができることを知ってもらうこと、また、若年層や中年層のインターネット利用率
が高いことから、これらの年代に対して行われている事業からオンライン化を進める。

成果
目標

事業目標の達成度合

指標名 25年度 26年度 27年度 28年度

事業
対象

誰(何)を対象に
しているか

・市民
・市が受け付ける申請・届出に関わる業務

事業
目標

対象をどのような状態
にしたい(目指す)のか

　市民が時間・場所等の制限を受けることなく、申請や届出を行うことができる。また、
市にとっても記入ミスの防止や確認作業の短縮化により、効率的な業務の遂行が可能
になる。

年度
　　　(小項目) 情報の共有化

施策 4 情報の共有化の推進 終
期基本事業 2

政策(中項目) 1 全員参加で創るまち　なると

事業
期間

開
始

14

公正の確保と透明性の向上

総合計画体系 根拠法令
計画など

高度情報通信ネットワーク社会形
成基本法基本政策(大項目) 4 おおきく躍動みんなで創るまちづくり

事務事業名 電子申請等共同受付システム構築事業
担当
部署

企画総務部　総務課

平成27年度事務事業評価シート（26年度実績）

個人 世帯 団体 その他 内部管理

市実施 一部委託 委託 補助金 その他



【鳴門市行政評価】

(千円)

◎項目別評価（CHECK)

◎今後の方向性(ACTION)

↓今後の方向性を踏まえた上で、以下の欄に記入してください。

実施内容

H27年度

　前年度の利用状況を踏まえ、簡易申請、通常申請ともに手続件数及び届出件数の増加
をはかる。

H28年度

　前年度の利用状況を踏まえ、簡易申請、通常申請ともに手続件数及び届出件数の増加
をはかる。

今後の方向性 1.廃止 2.要改善 3.現状維持 4.拡充 3

③総合的な評価 B 　有効性、効率性はあるものの、成果目標には到達しな
かった。

課題

　平成２８年度から電子自治体共同システムのサービス提供事業者が変更され、スマートフォン対応など機能面で
の拡充が図られるため、当該システムを有効に利用していなかければならない。本市においては、既に手続きのひ
とつとして根付いているものもあり、必要な手続きとなりつつある。そのため、オンラインで申請が出来ることを知っ
てもらうこと、また、若年層や中年層のインターネット利用率が高いことから、今後においても、手続きを増加させる
ため、これらの年代を対象とした手続きについて、電子申請を利用できるよう進める。

②成果に対
する評価

指標名 電子申請・届出利用件数 　手続件数及び届出件数を増加させるため、新たに「なる
と第九」ブランド化推進基金寄附申込及び歯周病検診申
込の手続に関する２件の手続きについて電子申請を利用
できるようにしたが、届出利用件数の目標に届かなかっ
た。

目標 190 件

実績 122 件

評価 C:あまり目標を達成できなかった

①活動に対
する評価

有効性 B:概ね有効性があった
　電子申請は時間、場所にとらわれることなく申請でき、迅
速な処理を行うことができることから、市民の利便性の向
上につながるものである。

効率性 B:概ね効率的だった
　当該事業は、協議会が主体となり、県及び県内全市町
村が負担金を拠出して参加しているため、事業費等を削
減することは難しい。

評価項目 評価値 所見欄

総事業費 1,424 1,400 1,400 1,400 1,400

人件費 652 688 688 688 688

712 712 712 712

うち一般財源 772 712 712 712 712

【事務事業名：電子申請等共同受付システム構築事業】

事業費推移

年　　度 25年度決算 26年度決算 27年度 28年度 29年度

事業費 772


